
令和 3 年 2 月

令和 2 年度 令和 17 年度

１．事業概要

＊1 最大出力については保有している発電施設のうち最大のものを記載。年間発電電力量及び年間電力料収入は、保有する全ての発電施設の合計を記載。

　　 kwh当たり単価及び平均施設稼働年数は、保有する全ての発電施設の平均を記載。
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＊2　ここでいう資金不足比率とは、地方財政法による資金不足比率を指し、以下の算式により算出するものとする。

資金不足比率〔法適用企業の場合〕　=　（地方財政法第15条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

資金不足比率〔法非適用企業の場合〕　=　（地方財政法第16条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100
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（２）現在の経営状況
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【上記の指標等を踏まえた現在の経営状況の分析】
　ぜんつうじ太陽光発電所は令和１６年６月まで、ぜんつうじ大麻太陽光発電所は令和１７年５月まで、四国電力と３６円/kWh
（税抜き）の固定価格買取契約を結んでいます。
　平成２９年より、市内の自治会等が所有する防犯灯を１０年間のリース契約によりLED灯に置き換える事業等を実施したことで
太陽光発電事業基金への積立額は減少していますが、年間の電力料収入は１１２，０００千円を超える額で推移し、経常収支比
率も１３０％を超えて推移しており、経営状態は良好です。
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善通寺市電気事業経営戦略
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（１）事業形態等

０　　人職 員 数

団 体 名 ： 善通寺市

事 業 名 ： 特別会計太陽光発電

策 定 日 ：

～

法適用（全部適用・一部適
用）・法非適用の区分

計 画 期 間 ：



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　①収支計画のうち投資についての説明

　②収支計画のうち財源についての説明

　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

自然環境と調和し、市民が生涯にわたって快適に暮らせる環境づくりを目標とした「第２次善通寺市環境基本計画」に基づき、
地域の資源である遊休地を活用した太陽光発電事業を実施し環境負荷の小さい地域を作るとともに、太陽光発電で得られた売
電収益による新たな地域活性化施策に取り組みます。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュール等を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内
容等を記載すること。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

本事業では20年間の包括的施設リース契約をリース事業者と締結しています。包括的施設リース契約には、施設の建設から完
成後の維持管理、修繕、緊急事故対応、遠隔監視等が含まれています。リースで実施することにより、初期投資による多額の
予算が不要になり、長期にわたる維持管理に対する経済的、技術的負担がなくなります。
その他の経費としては、包括的リース契約に含まれない土地の草刈りが主なものです。草刈りは、年２回程度実施しています。

民間企業との包括的リース契約にて太陽光発電所を建設しています。リース料には建設費用のほか、施設の維持管理や各種
保険料、固定価格買取期間２０年が経過した後の施設の撤去費用の積み立てを含んでいます。

本事業は、太陽光発電の売電による料金収入を主な収入源とし、太陽光モジュールの劣化率を年0.5％と推定しています。また
天候不順による減収リスク等に備え、太陽光発電事業基金に積み立てを行っています。



４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

常時発電量をモニタリングし、定期的に経営戦略の事後検証・見直しを行ないます。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 126,004 121,886 119,433 118,822 118,211 117,600 116,989 116,378 115,767 115,156 114,545 113,921 113,323 112,712 112,101 111,490 72,379 13,280

（１） (B) 125,931 121,799 119,433 118,822 118,211 117,600 116,989 116,378 115,767 115,156 114,545 113,921 113,323 112,712 112,101 111,490 72,379 13,280

ア 125,931 121,799 119,433 118,822 118,211 117,600 116,989 116,378 115,767 115,156 114,545 113,921 113,323 112,712 112,101 111,490 72,379 13,280

イ (C)

ウ

（２） 73 87

ア

イ 73 87

２ (D) 92,951 92,719 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 56,000 10,000

（１） 92,951 92,719 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 56,000 10,000

ア

イ 92,951 92,719 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 93,000 56,000 10,000

（２）

ア

イ

３ (E) 33,053 29,167 26,433 25,822 25,211 24,600 23,989 23,378 22,767 22,156 21,545 20,921 20,323 19,712 19,101 18,490 16,379 3,280

1 (F) 20,640 20,710 20,800 20,800 20,900 20,900 21,000 21,000 21,100 21,100

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 20,640 20,710 20,800 20,800 20,900 20,900 21,000 21,000 21,100 21,100

２ (G) 20,640 20,710 20,800 20,800 20,900 20,900 21,000 21,000 21,100 21,100

（１）

（２） (H)

（３）

（４） 20,640 20,710 20,800 20,800 20,900 20,900 21,000 21,000 21,100 21,100

（５）

３ (I)
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他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
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収
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収
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総 費 用
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資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度本年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

(J) 33,053 29,167 26,433 25,822 25,211 24,600 23,989 23,378 22,767 22,156 21,545 20,921 20,323 19,712 19,101 18,490 16,379 3,280

(K) 34,091 28,236 27,905 25,822 25,211 24,600 23,989 23,378 22,767 22,156 21,545 20,921 20,323 19,712 19,101 18,490 16,379 3,280

(L) 1,579 541 1,472

(M)

(N) 541 1,472

(O)

(P) 541 1,472

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 125,931 121,799 119,433 118,822 118,211 117,600 116,989 116,378 115,767 115,156 114,545 113,921 113,323 112,712 112,101 111,490 72,379 13,280

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

×100 ）

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益的収支比率 （ ×100 ） 135 131

赤 字 比 率 （

121 120 129 133

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

124 124 123 122 122 121128 128 127 126 126 125

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地 方 債 残 高

本年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

１６年度 １７年度

収 益 的 収 支 分

７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

１３年度 １４年度 １５年度


